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１．大雨特別警報解除後の洪水への警戒呼びかけの改善

大雨特別警報解除後の洪水への警戒を促すため、特別警報の解除を警報への切替と表現する
とともに、警報への切替に合わせて、最高水位の見込みや最高水位となる時間帯などの今後の
洪水の見込みを発表。
警報への切替に先立って、本省庁の合同記者会見等を開催することで、メディア等を通じた
住民への適切な注意喚起を図るとともに、ＳＮＳや気象情報、ホットライン、ＪＥＴＴによる解説等、
あらゆる手段で注意喚起を実施。
「引き続き、避難が必要とされる警戒レベル４相当が継続。なお、特別警報は警報に切り替え…」と
伝えるなど、どの警戒レベルに相当する状況か分かりやすく解説。

【令和２年出水期から試行的に実施】

メディア等を通じて住民へ適切に注意喚起警報への切替に合わせて洪水の見込みを発表
警報への切替に先立って本省庁の合同記者会見等を開催
することで、メディア等の協力を得て住民に警戒を呼びかけると
ともに、SNSや気象情報等あらゆる手段で注意喚起。

今後の洪水の見込みを発表し、引き続き洪水の
危険があること、大河川においてはこれから危険が
高まることを注意喚起。

イメージ

今出水期から
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３．大雨特別警報の発表基準の改善
（台風要因の基準のみによる発表を見直し、雨量の基準に一本化）

大雨特別警報のうち、台風等を要因とするもの※は、何らかの災害がすでに発生している可能性が
極めて高い(警戒レベル5相当の)雨を要因とするものに統一。
伊勢湾台風級の台風が上陸するおそれがある場合には、早い段階から記者会見等を開催するとともに、
24時間程度前に開催する記者会見において、台風の接近時の暴風や大雨等による災害に対して極
めて厳重な警戒が必要であることを呼びかける。

早期注意
情報

早期注意
情報

大雨・洪水注意報
台風等を要因とする台風等を要因とする
大雨特別警報

危険度分布:黄

大雨・洪水注意報 大雨・洪水警報
危険度分布:黄

改善案

特別警報予告の
記者会見実施

台風等を要因とする
暴風特別警報
発表

災害がすでに
発生のおそれ

時間の流れ

土砂災害警戒情報・氾濫危険情報

現在 土砂災害警戒情報・氾濫危険情報

【レベル１】 【レベル２】 【レベル３相当】 【レベル４相当】警戒レベル
（●の地点）

赤 うす紫 濃い紫（土砂災害）

赤 うす紫 濃い紫（土砂災害）

台風要因の大雨特別警報の発表は行わず、通常の警報とする

※ 台風等を要因とする大雨以外の特別警報についても、今後の整理を検討していく。

大雨災害発生の
危険度が高まる旨も

しっかりと解説。

※台風等の中心気圧や最大風速の発表基準によるもの

【令和２年出水期を目途に実施】

７月中旬から
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４．「危険度分布」を住民自ら避難の判断に利活用できるよう広報を強化

「危険度分布」を住民自ら避難の判断に利活用できるよう、「危険度分布」の認知度・理解度を
上げるための広報をさらに強化。

気象庁アンケート
あなたは、「危険度分布」をご存じでしたか

※1 「気象情報の利活用状況等に関する調査報告書」(平成31年3月)より集計（回答数は2000）。
※2 「気象情報の利活用状況等に関する調査報告書」(令和2年公表予定)より集計（回答数は2000）。

ＳＮＳ等の活用による積極的な広報 子ども向け「危険度分布」リーフレット

リアリティのある動画で周知広報
～気象科学館でも上映～

虎ノ門新庁舎に新たに開館する
気象科学館（イメージ）

■ 名前を知っており、
内容も理解していた

■ 名前は知らなかったが、
このような情報がある
ことは知っていた

■ 名前は知っていたが、
このような情報かは
知らなかった

■ 全く知らなかった
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令和元年度

平成30年度

依然として認知度・
理解度は低い。

●●●●●

【令和２年出水期を目途に実施】

随時
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４．「危険度分布」で本川の増水に起因する内水氾濫の表示を改善

「危険度分布」において「本川の増水に起因する内水氾濫（湛水型の内水氾濫）の危険度」も確認でき
るよう、本川流路の周辺にハッチをかけて危険度を表示するように改善する。
雨 が 降 っ てい な い 場 合 で あ っ ても 、 本 川 の 流 域 雨 量 指 数 が 一定 の 値 に到 達 し た場 合 には 、
支川氾濫の危険度の高まりについて自治体への連絡等を実施するよう改善。

平成30年7月豪雨の被害状況
○由良川沿川の舞鶴市、福知山市において浸水被害が発生。
（※床上浸水 合計約170戸、床下浸水 合計約600戸）

平成30年7月豪雨の概要（近畿管内）《第8報》
平成30年8月10日近畿地方整備局

ハッチ表示は
ON/OFFできるよう

ボタンを追加
（デフォルトOFF）

湛水型内水氾濫の
危険度

本川の増水に起因する内水氾濫（湛水型の内水氾濫）の危険度
河川の増水によって周辺の支川・下水道からの排水ができなくなることで
発生する内水氾濫による洪水被害のおそれがあると認められるときに発表。

警戒 【警戒レベル3相当】
注意 【警戒レベル2相当】

ボタンON時に
凡例を表示

内水氾濫の危険度を
河川流路周辺に

ハッチで表示

改善案（イメージ）

【令和２年出水期を目途に実施】

5月28日から

今出水期から
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５． 暴風災害に対する呼びかけを改善（２）

台風に発達すると予想される熱帯低気圧の段階から、5日間先までの台風進路・強度予報を提供
するよう改善を図る。（９月予定）

房総半島台風のような非常に強い台風が、より日本近辺で発生した場合、
災害への事前対策が間に合わない可能性がある。

１日先以降の予報がな
く、事前対策が取れない

５日先までの予報を提供

台風となる前から
予報を提供

台風になる前の
熱帯低気圧

今後も、日本近海で
台風が発生するおそれ

まだ台風になっておらず、
１日後のみの予報を提供

○令和元年房総半島台風
(台風第15号)での事例

熱帯低気圧の段階から
５日先までの予報を

提供

強い勢力で接近
することが分かり、
事前対策が取れる

台風になる前の段階から５日先までの予報を提供し、
地域におけるタイムライン等の防災対応を支援する。

日本付近で発生する台風に対しても、十分事前から具体的な対策がとれるようにし、被害の縮減を図る。

発達する熱帯低気圧に関する情報の充実
現行 改善後改善後

【令和２年９月に実施予定】

令和２年9月から
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新型コロナウィルス対策に
より通常の講習会等開
催が厳しいことを踏まえ、
講習形式の動画を配信

新型コロナウィルス対策に
より通常の講習会等開
催が厳しいことを踏まえ、
講習形式の動画を配信

５．気象キャスターとのさらなる連携の強化 随時
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５．eラーニング教材「大雨のときにどう逃げる」の提供 5月28日より

・時間や場所を気にせず誰でも自由に受講できるよう、気象庁ホームページで公開。

・５つのステップで、自宅の災害リスク、いつ、どこへ避難すべきか※を学習。

・各ステップごとのふりかえりテストで、重要ポイントを確認しながら学習。

・誰でもスムーズに学習できる、動画（各15～20分程度、音声解説付）形式の教材。

・できるだけ一方的な説明・解説を避け、受講者にも一緒に考えてもらう教材。

～台風･豪雨から「自らの命は自らが守る」基本的な知識ととるべき行動を学ぶ～

※ 内閣府が「避難の理解力向上キャンペーン」として全国展開する「避難行動判定フロー」「避難情報のポイント」を基本とする内容
（内閣府公開資料） http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/pdf/houkoku/campaign.pdf

（避難を行うためのポイントを理解しよう）
01．避難の理解からはじめよう
（避難を行うためのポイントを理解しよう）

（あなたの家の災害リスクを知ろう）
02．あなたの家は大丈夫？
（あなたの家の災害リスクを知ろう）

（大雨の時の避難先）
03．どこに逃げたらいい？
（大雨の時の避難先）

（避難にかかる時間を考えよう）
04．避難するときどうする？
（避難にかかる時間を考えよう）

（あなたの避難のタイミングを考えよう）
05．いつ逃げたらいい？
（あなたの避難のタイミングを考えよう）

学
習
す
る
５
つ
の
ス
テ
ッ
プ

音声解説付き動画教材
（教材イメージ）

台風・豪雨時に備えて
・自宅の災害リスク
・いつ避難すべきか
・どこへ避難すべきか
､､､が学べます。

※本教材は、諏訪清二先生（兵庫県立大学 特任教授、防災学習アドバイザー・コラボレーター）の助言を受けながら制作しました。

パソコンやスマホ等で
時間や場所を気にせず

自由に受講
（住民の皆さん）

アドレス：https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/jma-el/dounigeru.html

ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
教
材
の
特
徴

今回公開する教材に対する受講者からの意見等を踏まえつつ、自主防災組合（自治会）、学校など、様々な団体やグループで
学習できるよう、今回の教材の内容をベースとした参加型（ワークショップ）教材を、令和２年秋公開を目指して制作する計画


